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資料５ 

平成 18 年 9 月 11 日 

 

平成 17 年度 

公衆衛生医師の育成・確保のための環境整備に関するチェックシート集計結果 

 
１．調査方法 
１）調査時期 
平成１７年４月 

２）対象 
保健所を設置している都道府県（４７団体）、指定都市（１４団体）、中核市（３５団

体）、その他の保健所政令市（８団体）、特別区（２３団体）の１２７団体。 
３）方法 
公衆衛生医師の育成・確保のための環境整備に関する検討会によって作成された自記

式の「公衆衛生医師の育成・確保のための環境整備に関するチェックシート」を郵送し、

郵送、ファクシミリにて回収した。 
 
２．結果 
１）回収状況 

  １２７団体（回収率 100％） 
２）各調査項目に対する回答結果の概要 
（１）公衆衛生医師の育成 
研修計画の策定で「研修計画を提示」しているところは少なく、全体で 7.1％（９団体）、

特に政令市では 0％であった。「必須、選択、追加が可能な研修を明記」しているのは全

体で 8.7％（１１団体）であり政令市では 0％であった。「ジョブローテーションの観点か

ら人材育成」をしている割合は全体で 29.9％（３８団体）で、特に都道府県では 59.6％
（28 団体）と高いが、一方政令市は 0％と格差があった。「人事交流にあたって国、医育

機関へ支援を要請」しているのは全体で 11.8％（１５団体）と低かった。「公衆衛生医師

の医育機関との協力による調査研究」は全体で 22.8％（２９団体）で実施しており、「保

健所への医師の複数配置」は全体で 55.9％（７１団体）で実施済みで、特に指定都市は

100％だった。「公衆衛生医師育成・確保のための各機関の連携のための会議の設置」は

全体で 6.3％（８団体）でかなり実施率は低かった。「公衆衛生医師が国立保健医療科学

院の専門課程 I を受講できる環境整備」は都道府県で 55.3％（２６団体）と比較的高い

ものの、政令市、特別区では 0％と差があった。「FETP－J コースの受講の環境整備」に

ついては実施率が低く全体で 4.7％（６団体）にとどまった。「学位所得、研修等時の職

務専念義務免除の整備」は都道府県で 59.6％（２８団体）だったが、政令市では 0％、「長

期研修に参加できる勤務体制の実施」も都道府県 29.8％（１４団体）、政令市 0％と差が

 



 

見られた。 
（２）公衆衛生医師の採用・確保 
「採用計画の策定による定期的な採用」は全体では 14.2％（１８団体）だけで実施

しており、欠員補充と回答した団体が多かった。募集の工夫について「ホームページ

等による定期的な募集」は全体で 13.4％（１７団体）と少なく、「募集人数、業務内容、

処遇等の掲載」は全体で 11.0％（１４団体）、「ホームページは募集終了後も閲覧可能」

も全体で 5.5％（７団体）と少なかったが、実施しない理由としていずれも医師募集が

ないためと回答した団体が多かった。「地方公共団体等での人事交流」は全体で 28.3％
（３６団体）で実施しており、予定のない団体も必要や本人の希望があれば検討した

いといった積極的な意見が多かった。「公衆衛生医師確保推進登録事業」は全体で

13.4％（１７団体）で活用されていたが、活用していない団体からは医師募集がないこ

とや必要時に活用するといった回答が寄せられた。 
（３）公衆衛生医師の職務に関する普及啓発 
「公衆衛生医師が医育機関の求めに応じて講師して協力」することは全体で 54.3％

（６９団体）で実施しており、予定のない団体からも要請があれば協力するという意

見が多数寄せられた。「保健所等への学生実習、インターンシップの受け入れ」は全体

で 66.9％（８５団体）で実施しており、多い団体では年間１００名以上の医師、学生

を受け入れているところもあった。その実施にあたって「公衆衛生医師が医育機関の

教員とともに企画調整を行い、指導も直接実施している」のは実習を受け入れている

団体のうち 68.2％（８５団体中５８団体）で、全体では 48.0％（６１団体）であった。 
医育機関における進路説明会の活用として「公衆衛生・衛生学教室において研究活

動の他、地方公共団体等における公衆衛生医師の活動を公衆衛生医師より直接説明」

しているのは全体で 4.7％（６団体）、「進路説明会へ参加し、保健所または本庁勤務医

師から説明」しているのは全体で 2.4％（３団体）だけだったが、卒後臨床研修で「地

域保健・医療研修のうち保健所で研修を２週間以上実施」しているのは 76.4％（９７

団体）、「保健所で１か月単位間の研修」を実施しているのは全体で 52.8％（６７団体）

にも上り、医育機関での説明等を実施している団体は少ないものの、卒後臨床研修へ

の積極的な関わりを持つ団体が多いことが分かった。 
ホームページ等の媒体を活用した普及啓発では、「公衆衛生医師募集を行う際、業務

内容等について複数の公衆衛生医師からのメッセージを記載」しているのは全体で

7.1％（９団体）、「ホームページ、雑誌等への掲載」しているのは全体で 12.6％（１６

団体）、「公衆衛生医師に関する情報紹介のリーフレット等の作成・配布」しているの

は全体で 2.4％（３団体）、「公衆衛生医師の業務に関する説明会や地方ブロック会議の

開催」しているのは全体で 3.1％（４団体）といずれも低い割合にとどまった。実施し

ていない理由として多くの団体で医師の採用予定がないことなどを挙げていた。 
 

 



平成 18 年 9 月 11 日 

 

平成 18 年度 

公衆衛生医師の育成・確保のための環境整備に関するチェックシート集計結果 

 
１．調査方法 

1）調査時期 
平成 18 年 4 月 

２）対象 
保健所を設置している都道府県（47 団体）、指定都市（15 団体）、中核市（36 団体）、

その他の保健所政令市（7 団体）、特別区（23 団体）の 128 団体（保健所数 535）。ただ

し、堺市は 18 年 4 月に指定都市になったばかりであるため、集計の都合上中核市に入れ

てある。 
３）方法 
公衆衛生医師の育成・確保のための環境整備に関する検討会によって作成された自記

式の「公衆衛生医師の育成・確保のための環境整備に関するチェックシート」を郵送し、

郵送、ファクシミリにて回収した。 
 
２．結果 

1）回収状況 
  128 団体（回収率 100％） 

2）各調査項目に対する回答結果の概要 
（1）公衆衛生医師の育成 
研修計画の策定で「研修計画を提示」しているところは少なく、全体で 6.3％（8 団体）、

特に政令市では昨年同様 0％であった。「必須、選択、追加が可能な研修を明記」してい

るのは全体で 7.9％（10 団体）であり、政令市では 0％であった。「ジョブローテーショ

ンの観点から人材育成」をしている割合は全体では 24.4％（31 団体）で、特に都道府県

では 55.3％（26 団体）と高いが、一方政令市は 0％と格差があった。「人事交流にあたっ

て国、医育機関へ支援を要請」しているのは全体で 10.2％（13 団体）と低かった。「公

衆衛生医師の医育機関との協力による調査研究」は全体で 21.3％（27 団体）で実施して

おり、「保健所への医師の複数配置」は全体で 56.7％（72 団体）と昨年より若干ながら

改善し、特に指定都市は 100％だった。「公衆衛生医師育成・確保のための各機関の連携

のための会議の設置」は全体で 5.5％（7 団体）でかなり実施率は低かった。「公衆衛生医

師が国立保健医療科学院の専門課程 I を受講できる環境整備」は都道府県で 57.4％（27
団体）と比較的高いものの、特別区では 4.3％（1 団体）と差があった。「FETP－J コー

スの受講の環境整備」については、実施率が低く、若干改善されたものの全体で 7.1％（9



団体）にとどまった。「学位所得、研修等時の職務専念義務免除の整備」は都道府県で

66.0％（31 団体）だったが、特別区では 4.3％（1 団体）、「長期研修に参加できる勤務体

制の実施」も都道府県 23.4％（11 団体）、特別区は 4.3％（1 団体）と差が見られた。 
 
（2）公衆衛生医師の採用・確保 
「採用計画の策定による定期的な採用」は全体では 14.2％（18 団体）だけで実施してお

り、他は欠員補充と回答した団体が多かった。募集の工夫について「ホームページ等に

よる定期的な募集」は全体で 17.3％（22 団体）と若干増加したものの依然少なく、「募

集人数、業務内容、処遇等の掲載」は全体で 14.2％（18 団体）、「ホームページは募集終

了後も閲覧可能」も全体では 8.7％（11 団体）でホームページ開設団体の半数あった。実

施しない理由としていずれも（欠員が無く）医師募集がないためと回答した団体が多か

った。「地方公共団体等での人事交流」は全体で 28.3％（36 団体）で実施しており、予

定のない団体も必要や本人の希望があれば検討したいといった積極的な意見が多かった。

「公衆衛生医師確保推進登録事業」は全体で 20.5％（26 団体）で活用されていたが、活

用していない団体からは、医師募集がないことや必要時に活用（欠員募集）するといっ

た回答が寄せられた。 
 
（3）公衆衛生医師の職務に関する普及啓発 
「公衆衛生医師が医育機関の求めに応じて講師の派遣等で協力」することは全体で

55.9％（71 団体）で実施しており、予定のない団体からも要請があれば協力するという

意見が多数寄せられた。「保健所等への学生実習、インターンシップの受け入れ」は全体

で 62.2％（79 団体）で実施しており、多い団体では年間 100 名以上の医師、学生を受け

入れているところもあった。その実施にあたって「公衆衛生医師が医育機関の教員とと

もに企画調整を行い、指導も直接実施している」のは全体の 48.0％（61 団体）であった。 
医育機関における進路説明会の活用として「公衆衛生・衛生学教室において研究活動の

他、地方公共団体等における公衆衛生医師の活動を公衆衛生医師より直接説明」してい

るのは全体で 3.9％（5 団体）、「進路説明会へ参加し、保健所または本庁勤務医師から説

明」しているのは全体で 2.4％（3 団体）だけだったが、卒後臨床研修で「地域保健・医

療研修のうち保健所で研修を 2 週間以上実施」しているのは 90.6％（115 団体）、「保健

所で 1 か月単位間の研修」を実施しているのは全体で 59.1％（75 団体）にも上り、卒後

臨床研修義務化に対応して、研修医への積極的な関わりを持つ団体が多いことが分かっ

たが、医育機関での説明等、積極的な進路説明にまで及ぶ団体はまだ少ない。 ホーム

ページ等の媒体を活用した普及啓発では、「公衆衛生医師募集を行う際、業務内容等につ

いて複数の公衆衛生医師からのメッセージを記載」しているのは全体で 7.1％（9 団体）、

「ホームページ、雑誌等への掲載」しているのは全体で 15.0％（19 団体）、「公衆衛生医

師に関する情報紹介のリーフレット等の作成・配布」しているのは全体で 2.4％（3 団体）、



「公衆衛生医師の業務に関する説明会や地方ブロック会議の開催」しているのは全体で

2.4％（3 団体）といずれも低い割合にとどまった。実施していない理由として多くの団

体で医師の採用予定がないことなどを挙げていた。 
 



資料６ 

公衆衛生医師確保推進登録事業 
 
公衆衛生医師確保推進登録事業について・・・一部の地方自治体において、保健所等で

勤務する医師の確保が困難な状況がみられるため、平成１６年６月より本事業を開始。保

健所等において公衆衛生に従事する医師を必要とする地方公共団体と、保健所等において

公衆衛生に従事することを希望する医師が、それぞれ応募資格、勤務条件等を公衆衛生医

師確保推進室に登録する。推進室は、自治体側と医師側の条件が合致した場合に双方にお

互いの情報を提供する（マッチング）。その後は、自治体側と医師側で交渉し、その結果

を推進室に報告する。 
 
事業実績（平成16年6月23日～平成19年2月15日） 
 
○本事業に登録した自治体・・・３５自治体（都道府県２０、政令市１５） 
 
 現在登録中の自治体・・・２７自治体 
 
○本事業に登録した医師・・・４５名（男３７名、女８名） 
 
 (結果） 
 本事業によるマッチングの結果として自治体に就職した医師・・・７名 
 本事業のＨＰ等で募集を知り、本事業外で直接自治体と交渉し就職した医師・・・２名 
 現在登録中の医師・・・１６名 
 本事業に登録していない自治体に就職した医師・・・２名 
 公衆衛生医師以外の進路を選択した医師・・・１８名 
 
○マッチング状況・・・マッチング件数 １５８件 
  
 情報提供自治体数 ３４自治体 
 （１自治体あたり平均５名紹介 １～９名を紹介） 
 
 情報提供医師数 ３８名 
 （１名あたり平均４自治体紹介 １～１８自治体を紹介） 
 
 成立件数・・・７件



 

○マッチング不一致理由（重複含む） 
 
 ・１人の医師に複数のマッチングを行った結果としての不成立・・・１３件（４名） 
   
  ・医師の就職意思の変化による不成立・・・１２件（１０名） 
 
  ・医師側の都合による不一致・・・７件 
  （内訳） 
 ・年収が希望より低いため・・・２件（２名） 
 ・通勤時間がかかるため・・・２件（２名） 
 ・1年前に同じ自治体に独自に応募し、不合格となっていたため応募を辞退・・・１件 
 ・兼業ができないため・・・１件 
 ・後任の医師がいなく、すぐに離職できなくなったため・・・１件 
  
・自治体側の都合による不一致・・・１１件 
 （内訳）  
 ・募集年齢を越えているため・・・３件（２名） 
 ・公衆衛生実務経験がないため・・・１件 
 ・臨床研修を受けていないため・・・１件 
 ・臨床経験がないため・・・１件 
 ・医師側が就職後の研修を希望しているが、自治体側は即戦力となる医師の採用を希望

  しているため・・・２件（１名） 
 ・医師免許取得後５年を経験していないため・・・１件 
 ・募集期間を終了したため・・・１件 
 ・採用試験を受けたが不合格となったため・・・１件 
 
 
○公衆衛生医師確保推進事業ＰＲ状況 
 
 ・国立保健医療科学院、日本公衆衛生協会、全国保健所長会のＨＰ等で事業の概要を 
  説明   
 ・厚生労働省主催の全国会議等において自治体に対して事業を周知 
 
 ・「臨床研修修了後研修等に関する病院合同説明会」等においてブースを開設し、医師

  や医学生に対して事業について説明（１７年度は４箇所７回実施、１８年度は５箇所

  ５回実施） 



 

○公衆衛生医師確保推進事業（マッチング）の問題点について 
 
 マッチングは公衆衛生医師確保推進室が自治体側、医師側両者から提出される登録票に記

載されている希望条件が合致した場合に行うが、双方が各条件にどの程度こだわりをもっ

ているかが登録票からだけではなかなか読み取れない。 
 推進室が条件を厳密にとらえてマッチングを減らすと、公衆衛生医師就職の可能性をせ

ばめてしまい、本事業の趣旨に合わないことになる。逆に条件を緩くとらえて幅広にマッ

チングしすぎすると、条件不一致による不成立が多くなり非効率的になる。 
 一方、医師側で、ＨＰの募集自治体一覧をみて、事業に登録せず、直接自治体に問い合

わせをして交渉しているケースがみられる。 
 また、自治体側でも、マッチングによって医師の紹介を受けることより、ＨＰ掲載によ

って募集を幅広く周知することを主な目的として登録をしているケースがみられる。 
  
○今後の実施方法（案）について 
 
 上記のような現状があるので、今後は、条件に合うかどうかの判断やマッチングは推進

室で行わず、募集中の自治体の情報はこれまでどおりＨＰに掲載し、医師側が確認ができ

るようにするとともに、医師側の情報については、登録があった時点で氏名、連絡先、住

所地、年齢等の基本情報を全募集自治体に一律に提供する方法が効率的で効果的であると

考えられる。 
  
 



資料 7 

公衆衛生医師の育成・確保のための環境整備評価委員会委員及び議題 

 

 

委員会委員 

座長 高野 健人  東京医科歯科大学大学院教授 

五十里 明      愛知県健康福祉部健康担当局長 
植田 浩       千葉県総務部長 
内田 健夫  （社）日本医師会常任理事 
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第 1 回委員会（平成 18 年 9 月 11 日） 
1. 「公衆衛生医師の育成・確保のための環境整備に関するチェックシート」について 
2. 「公衆衛生医師の育成・確保のための環境整備に関するチェックシート」の分析について 
3. 今後の公衆衛生医師育成・確保に向けての課題について 
4. その他 
 
第 2 回委員会（平成 18 年 12 月 21 日） 
1. 公衆衛生活動の啓発について 
2. 公衆衛生医師確保について 
3. 現任公衆衛生医師の資質の向上について 
4. 公衆衛生医師の育成・確保のための環境整備評価委員会報告書骨子案について 
5. その他 
 
第 3 回委員会（平成 19 年 3 月 29 日） 
1. 公衆衛生医師の育成・確保のための取り組み 

１）公衆衛生活動の啓発について 
２）公衆衛生医師確保について 
３）現任公衆衛生医師の資質向上について 
４）県型保健所と政令市型保健所の連携のあり方について 

2. 公衆衛生医師の育成・確保のための環境整備評価委員会報告書案について 
3. その他 
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用 

 
登録事業の活用 

（３

おける進路説明会の活用 
 

④ 生涯教育等 
⑤ ホームページ等の媒体を活用した普及啓発 

公

したとおり、本方策の実現に向

け 今後、取組状況について評価するにあたって、方策の実施状況や

状態につい

（１）

達成目標を設定した、

公

（２） 本公衆衛生学会） 
等について、日本医師会及び日本公衆衛生学会では卒後

研

（３）

は、実施する公衆衛生医

師の研修について、時宜にかなった内容の提供を行うとともに、地方公共団体及

び医育機関等における取組の推進のための協力を行う。 

○公衆衛生医師の育成・確保のための環境 
整備に関する検討会報告書の概要 

 
 
 新興・再興感染症等の健康危機に対する国民の不安の解消及び鎮静化は、公衆衛生行政

における健康危機管理の最も重要な課題であり、熱意のある公衆衛生医師の育成・確保が

最善の手段である。 
しかし、一部の地方公共団体においては公衆衛生医師確保の困難な状況が今なお見受け

られ、これまで国、地方公共団体、医育機関等関係団体による公衆衛生医師育成・確保の

ための努力が必ずしも充分でなかったことも指摘されていることから、国、地方公共団体、

医育機関等関係団体が取り組むべき具体的施策について検討し、今後、実施するべき方策

について基本的枠組みとしてまとめることを目的として、本検討会を開催した。 
 
 
公衆衛生医師の育成・確保のための具体的な方策について 

 
本検討会において、以下の方策が示された。地方公共団体、医育機関等の関係者間で、

認識を共有し、今後の方策等について協議し、また、地方公共団体内においても、所管部

局と人事、財政担当部局との課題の共有化を図りつつ、医師の複数配置等の人的な体制整

備や予算の確保が図られるよう努める必要がある。 
（１）公衆衛生医師の育成 

① 研修計画の策定 
② 人事異動及び人事交流を通じての人材育成（ジョブ・ローテーション）の充実 
③ 研究事業等への参加 
④ 保健所への医師の複数配置 
⑤ 医育機関との連携人事 
⑥ 海外の公衆衛生及び留学に関する情報提供等 
⑦ 国立保健医療科学院の専門課程Ⅰの受講について 
⑧ 専門能力の向上・学位の授与等 
⑨ 自己研鑚に対する職務専念義務の免除等の服務上の規定の工夫 

（２）公衆衛生医師の採用・確保 

① 採用計画の策定による定期的な採

② 募集方法の工夫 
③ 地方公共団体間等での人事交流

④ 公衆衛生医師確保推進

）公衆衛生医師の職務に関する普及啓発 
① 教育プログラムの工夫 
② 医育機関等に

③ 卒後臨床研修（地域保健・医療研修）の充実

 
 
衆衛生医師の育成・確保のための行動計画の策定及び評価について 

 
国、地方公共団体、医育機関及び関係団体は、以下に示

て積極的に取り組み、

て指標を作成し、推移を把握する必要がある。 
地方公共団体 
必要な公衆衛生医師を適切に確保するため、本検討会にて作成したチェックシ

ートを用いて現状を把握しつつ、短期、中期、長期に渡って

衆衛生医師の育成・確保に関する行動計画を策定し、その実施を確実に行う。 
医育機関及び関係団体（日本医師会、日

医育機関では卒前教育

修等について積極的な対応を行う。 
国、国立保健医療科学院 
厚生労働省は、地方公共団体の計画策定について、要請に応じて協力するとと

もに、その実施状況等を調査し、地方公共団体及び関係団体が自らの進捗状況を

客観的に評価できるよう公表する。国立保健医療科学院
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